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The Social Conditions for Italian Youth :  The increase of university 
graduates and change of  family, education, and employment systems.
DOKI, Chikako
The purpose to this study is to clarify that Italian youth’s high unemployment rate and 
prolonged precarious employment not only arise from causes widely shared by developed 
countries, globalization and economic depression, but are also attributed to the fact that 
existing Italian social institutions cannot sufficiently respond to social structural change. 
Using previous studies and statistical data the characteristic features of family, education, 
and employment system are shown. Therefore, these institutions are not sufficiently 
effective as supports to the transition from initial education to work.
Italian institutions have been separately examined, but few analyses of the relationship 
between the youth employment problem and these institutions have been conducted so far. 
I believe that it is more effective to investigate the youth employment problem by focusing 
on the fact that social institutions do not possess an efficient corresponding social structure 
for Italian youth to function within.




























体（15 － 64 歳）の失業率に対して若者（15 － 24 歳）の失業率が高くなっている。12 か国中、
2009 年に最も若年層の失業率が高いスペインでは、全体の失業率が 18.1％であるのに対し、
若年層の失業率は 37.9％で、最も低いオランダにおいても、前者が 3.9％に対し、後者は 7.3％
に達している（図表 1）。また若年層ならびに全体の失業率の比率をみると、最も差の小さいド
イツにおいて 1.4 倍、最も差が大きいイタリアにいたっては 3.2 倍で、全体の失業率に対して、
いかに若年層の失業率が高い傾向にあるかがわかる。







失業率は 7.8％であるが、男性が、15-19 歳：37.0％、20-24 歳：20.5％、25-29 歳：11.7％、女
性が 15-19 歳：45.4％、20-24 歳：26.0％、25-29 歳：15.0％で、若年層ほど失業率が高く、ま
た女性が男性より高くなっている（図表 2）。
図表 2．イタリアの若者の失業率の推移








学歴 15-19 20-24 25-29 30-34 35-44 45-54 55-64 65以上 合計
男
なし・小学 49.1 24.2 16.3 14.8 12.6 10.0 6.7 0.6 9.4
中学 34.6 19.6 12.4 8.9 6.2 5.4 4.5 2.0 7.9
高校 40.5 20.9 10.3 5.6 3.9 2.7 2.7 0.2 6.3
大学・大学院 … 21.1 14.8 6.8 2.4 1.6 0.9 … 4.0
合計 37.0 20.5 11.7 7.1 4.9 4.2 3.7 0.7 6.8
女
なし・小学 60.7 37.6 15.2 27.6 19.9 11.9 5.1 3.5 11.2
中学 44.7 30.0 17.4 16.3 12.4 7.4 3.5 2.2 12.4
高校 45.8 23.5 13.6 8.6 6.9 3.7 2.2 0.6 8.5
大学・大学院 … 33.7 16.2 9.8 3.9 1.6 1.1 2.2 6.7
合計 45.4 26.0 15.0 10.6 8.0 5.0 2.8 2.3 9.3
合計
なし・小学 52.2 27.7 16.0 17.6 14.5 10.7 6.2 1.3 9.9
中学 38.0 23.0 14.0 11.1 8.3 6.1 4.1 2.0 9.4
高校 42.7 22.0 11.7 6.9 5.2 3.1 2.5 0.3 7.3
大学・大学院 … 29.6 15.7 8.6 3.2 1.6 0.9 0.3 5.5












さらに大卒者についてみると、ISTATが 2006 年に実施した、大学卒業 3年後の調査では、





全体 若者（15-29 歳） 南部 女性
無期限契約 63.0 53.1 58.3 63.8
有期契約 9.6 24.7 12.0 13.1
自営 19.6 10.0 20.3 12.1
協同労働 5.7 8.4 5.4 7.8
その他の非典型 2.7 4.3 4.4 4.1
　＊ Isfol Plus 2006 より
出所：ISFOL (2007)：47（注．ただし、小数点第 2位を四捨五入し、第 1位までの表記に修正）














1/3、同年齢で正規雇用で働く人たちの 1/4 である（Iezzi & Mastrobuoni　2010）。また、
ISTAT（2009b）によれば、フルタイムの非典型雇用の人びとの一月の所得は 1,026 ユーロ（1ユー
ロ＝ 114 円換算で約 12 万円）で、フルタイムの典型雇用の所得に比べて 24％も少ない。


















事が見つかるまでの「駐車場」と例えられるほどである（Sgritta 2002, Reyneri 2005 など）。
2007-2008年度では14-18歳の9割が高校に通い、19-23歳の6割が大学に在籍している（ISFOL
2008）。同年度、19 歳の 74.3％が高校の卒業資格を有し、そのうち 68.4％が大学に登録をして
いる。これは 19 歳の半数強にあたる（CNVSU 2009）６）。このような動向の結果、Eurostat
によれば、18-24 歳の若者で最終学歴が中学卒業であった人は、1993 年では女性が 34.5％、男
性が 39.7％だったものが、2007 年ではそれぞれ 15.9％、22.6％に減少している（Pavolini 
2010）。
高等教育進学者の修了年齢についてみてみると、27 歳前後になっている。大学の第 1課程（3
年制）在籍者の約 8割が、第 2課程（2年制）、および 1-2 年制のマスター、専門コース等の進
学を希望している状況があり、さらに規定年数からの若干の遅れが加わるからである（Livi 
Bacci 2008７） 。青年研究を行っている IARD研究所の調査においても、学業を修了した人が
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図表 6　イタリアの若者の労働力率と高等教育進学率の推移
注）OECD (2009 a) （注：1992 年までの労働力率は 14歳以上）
ならびに CNVSU (2009)より作成。
図表 7　男性 20-24 歳の労働力率の推移の国際比較
注）OECD (2009 a)より作成














1950-65 年にはおいて高校の卒業資格保有者は 15％しかおらず、大卒者は 4％にとどまって










よる実際的な実職業訓練の役割が減少していくことになる（Bernardi and Nazio 前掲書）。
また 1990 年代には大学教育規則の大幅な改正が行われている。学位取得期間の短縮化と中
退者の減少、労働市場と結びついた専門性の修得性等を目的として、従来の課程と並行して導
入された、期間の短い 2-3 年生の大学ディプロマ（Diplima universitario）課程がそれにあたる。
しかし、このディプロマは設立時の周囲の期待とは裏腹に、登録者の数も伸び悩んだ他、低い
専門性や、労働市場における評価があいまいだったため、大学進学者の人気を得ることはでき
なかった（土岐 2003, Bernardi and Nazio 同書）。
さらに、EU統合の深化を背景に、EUの高等教育ならびに労働政策との関連のもとで、高
等教育機関は 2001 年に、基礎課程の 3年制と、専門性を高める 2年制からなる、新しい制度
に変更されている。この制度は大卒者を多く社会に輩出できる仕組みへの変更と、グローバル









ブトレーニング, OJT）という見方が主流になっていく（Bernardi and Nazio 同書）。
若者の高学歴化が進むものの、雇用者にとって、教育修了直後の若者の採用インセンティブ
























1999, Bernardi and Nazio 同書）。その後、1970年代のオイルショックを契機に失業者とインフレ
が増大し、1980年代初頭にイタリアは深刻な経済危機を経験している。
1980 年代にはいると、グローバル化の影響下で変化の激しくなった労働市場や国際競争力の
強化のために、雇用のフレキシビリティ化の要求が高まっていく。そして 83 年、92 年、93 年、


























制度は 1991 年に廃止され、1997 年には公的機関の職業紹介の独占が禁止され（Lodovici前掲書、
セブリアンほか前掲書）、職業紹介サービスが民間企業にも開放されている（Reyneri 2005）。
イタリアにおける主な就職活動としては、事業者／企業訪問、友人・知人の紹介、情報誌の
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ら決め手となった就職活動としてあげられている（図表 11）（日本労働研究機構 2001）。
図表 11　大卒者の就職活動  決め手となった就職活動
さらに、インフォーマルなネットワークは、採用する事業者／企業にとっても有効な方法で
あるとみなされている。Banca d’ Italia（イタリア銀行協会 2004）の調査によれば、工業、サー
ビス業どちらにおいても、またブルーワーカー、ホワイトカラーを問わず、「求職者から送ら
れてきた履歴書による選定」の次に、従業員の推薦など、インフォーマルなネットワークが用
いられており、効果的な採用方法 10）であるとみなされている（Cingano and Rosolia 2005）。
採用に際してインフォーマルなネットワークが多く用いられる背景には、イタリアでは就業
者全体における自営業者の割合が 2007 年で 24.5％と高く（労働政策研究・研修機構 2010）、産業、
サービス業においては、従業員数が 9名までの零細企業が 94.4％を占めるほど零細・中小企業
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EUの 2003 年調査（European Foundation for the Improvement of Living and Working 
Conditions, 2005）では、イタリアの若者が最も長く親元に居続けており、18-34 歳の男性が
67％、女性が 60％で、スウェーデン男性 12％、女性 10％、ドイツ男性 21％、女性 14％、イギ
リス男性19％、女性12％という数値と対照的な結果を示している。他の南欧諸国と比べても（ス
ペイン男性：45％、女性 34％、ポルトガル男性 48％、女性 33％、ギリシャ男性：39％、女性
19％）、イタリアの若者が、突出して高い親元同居傾向にあることがわかる。　　　
ISTAT（イタリア政府統計局）の 2008 年の調査によれば、男性の 20-24 歳 90％、25-29 歳
68％、30-34 歳 39％、女性の 20-24 歳 83％、25-29 歳 51％、30-34 歳 23％が親元で暮らしてい
る（ISTAT　2009c）。　





（%） 1996 2004 変化
親元で学生 47.3 45.6  -1.7
親元で無業者 19.3 9.2 -10.1
親元で就業者 17.2 28.7 +11.5
親元で既婚者（子どもがいる人を含む） 1.4 1.2  -0.2
独立で未婚者 1.8 4.0  +0.2
独立して新世帯・仕事はしていない人 6.9 3.8  -3.1
独立して新世帯・就業者 6.1 7.5  +1.4
n: 1996 ＝ 2500、2004 ＝ 2060
Buzzi et.al, a cura di (2007：p38)より一部抜粋
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とが指摘されている（Saraceno 2003, Bernardi and Nazio 前掲書）。










ものが（Cavalli et al. 1984）、1990 代初頭からは、若者全般において仕事上の自己実現志向の
上昇が認められ、学歴が高くなるほど収入への関心が低くなることが報告されている（Cavalli 
et al. a cura di. 1993）。また近年では、社会階層，性別にかかわらず仕事における自己実現（自
己表現）を志向する傾向が見出されている（Buzzi et al. a cura di. 2007）。このような若者た
ちのうち、親の庇護があてにできる人は親元に長く留まりながら、焦らず学歴相応の仕事を探































１）ILOは、2010 年 8 月、副題を「若者に対する世界経済危機の影響（the impact of the global 
economic crisis on youth）」とする『若者に関する世界の雇用情勢 2010 年版（Global employment 
trends for youth 2010）』を刊行している。
２）1996 年を除く（9.6％ 経済企画庁『世界経済白書平成 10 年版』より）。
３）25-29 歳男性と 30-34 歳女性の数値がほぼ同じであるため、グラフでは重なって表示されている。

















年学年歴の推定で約半数、1年から 2年への進級時には例年約 20％の退学者がみられる（土岐 2007）。
７）Rapporto ALMALAUREA（2007）による。
８）2000 年調査では 21-24 歳で 47.9％、25‐29 歳で 69.9％、2004 年調査ではそれぞれ 43.2％、64.5％が学
業を修了したと回答している（IARD 2007）。
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12）若者が親元に居続ける現象は 1988 年に E.Scabiniによって「Famiglia Lunga（長い家族生活）」と名
づけられ（Scabini, Eugenia and  Piero Donati (eds) (1988) ‘La famiglia “lunga” del giovane adulto’,
in Studi interdisciplinari sulla famiglia, Vita e Pensiero）として取り上げられ、人口に膾炙した。
13）青少年の大規模な全国若者調査を約 4年毎に実施しており 1984 年以降 2006 年まで計 6回の報告書を
発表している。
14）イタリアでは 1960 年代には年収の 2-3 倍で家が購入できたのに対し、1990 年代には年収の 5-6 倍に高
騰している。1978 年に制定された法律によりすでに賃貸契約をしている借り手の賃貸料が安くなり、
それにより意図せぬ結果として住居供給がにぶり、並行して住居市場のブラックマーケット化が進ん











19）Maurizio Del Conte, 関西労働法研究会講演（2007.9.22）より、『労働法律旬報』no.1660.pp.6-14.大内
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